
流域治水プロジェクト2.0（案）
～気候変動下で水害と共生する社会をデザインする～

水害から命を守り、豊かな暮らしの実現に向けた流域治水国民運動

■現状・課題■現状・課題 ■流域治水プロジェクト更新の方向性■流域治水プロジェクト更新の方向性

■流域治水２.０のフレームワーク ～気候変動下で水害と共生するための３つの強化～■流域治水２.０のフレームワーク ～気候変動下で水害と共生するための３つの強化～

“量”の強化

2℃に抑えるシナリオでも2040年頃には降雨量が約1.1倍、
流量が1.2倍、洪水発生頻度が2倍になると試算。
現行の治水対策が完了したとしても治水安全度は目減り
グリーンインフラやカーボンニュートラルへの関心の高
まりに伴い治水機能以外の多面的な機能も考慮する必要
インフラDX等の技術の進展

気候変動を踏まえた治水計画に見直すとともに、流域対
策の目標を定め、あらゆる関係者による流域対策の充実
対策の“量”、“質”、“手段”の強化により早期に
防災・減災を実現
気候変動を踏まえた河川及び流域での対策の方向性を
『流域治水プロジェクト2.0』として、全国１０９水系
で順次更新し、流域関係者で共有

“質”の強化 “手段”の強化

気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進
あらゆる治水対策の総動員

溢れることも考慮した減災対策の推進

多面的機能を活用した治水対策の推進

既存ストックの徹底活用

民間資金等の活用

インフラDX等の新技術の活用

気候変動
シナリオ

降雨量
（河川整備の基本とする洪水規模）

２℃上昇相当 約１．１倍

全国の平均的な
傾向【試算結果】

流量 洪水発生頻度

約１．２倍 約２倍

※流量変化倍率及び洪水発生頻度の変化倍率は一級水系の河川整備の基本と
する洪水規模（1/100～1/200）の降雨に降雨量変化倍率を乗じた場合と乗
じない場合で算定した、現在と将来の変化倍率の全国平均値

降雨量が約１．１倍となった場合

河川整備計画等についても、
気候変動を踏まえ安全度を維持するための
目標外力の引き上げが必要

２０４０～５０年頃には
どのシナリオでも
世界の年平均気温は
２℃程度上昇
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気候変動に伴う水害リスクの増大【名取川水系】

■気候変動に伴う水害リスクの増大

■水害リスクを踏まえた各主体の主な対策と目標

【目標①】気候変動による降雨量増加後のS25.8洪水規模に対する安全の確保

○気候変動による降雨量増加後の河川整備計画規模の洪水が発生した場合、名取川流域では浸水世帯数が約30,000世帯（現況の約12倍）になると想定

され、事業の実施により、浸水被害が解消される。

【目標①】
KPI：浸水世帯数 約30,000世帯⇒0世帯

種別 実施主体 目的・効果 追加対策 期間

氾濫を防ぐ・減らす

国土交通省 約30,000世帯の浸水被害を解消
河道掘削：45万㎥
＜現計画の2.5倍＞

概ね
30年

県、市町
水田貯留やため池の活用による流出抑制により浸水被害（外水・
内水）を軽減

田んぼダムの取組拡大、
ため池の活用

概ね
20年

被害対象を減らす 仙台市
居住誘導区域内での新たな居住等に対する立地の適正な誘導や、既成
市街地における浸水被害を軽減

立地適正化計画による適正
な立地誘導

概ね
20年

被害の軽減・早期復旧・復興

国土交通省、県 市町 要配慮者利用施設の避難確保計画策定及び訓練促進 該当施設への説明等

概ね
10～30年国土交通省、県 市町 「マイ・タイムライン」作成の普及促進

作成講習会の実施、広報誌
等による普及

市町 洪水ハザードマップの周知及び防災教育の推進
マップの配布やマップを利
用した防災教育の実施

浸水世帯数
約2,500世帯

浸水世帯数
約30,000世帯

浸水世帯数
0世帯

＜現状＞ ＜気候変動考慮（1.1倍）＞ ＜対策後＞

リスク増大 対策後
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凡例

堤防強化

河道掘削

大臣管理区間

⃝ S25.8洪水では、各地で戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したこと等を踏まえ、以下の取り組みを一層推進していくものとし、更に国管理区間においては、
気候変動（２℃上昇時）下でも目標とする治水安全度を維持するため、戦後最大洪水であるS25.8洪水の降雨増加量（雨量1.1倍）を考慮した流下する場合においても、
洪水を安全に流下させることを目指す。

⃝ 名取川では、これまでも河川整備を進めてきたが、田んぼダム拡大、ため池活用、防災意識の向上などを通して、あらゆる関係者が協働して更なる流域治水を推進す
る。

※流域治水プロジェクト2.0で新たに追加した対
策については、 今後河川整備計画変更の
過程でより具体的な対策内容を検討する。

流域治水プロジェクト位置図【名取川水系】
～都市化の進む流域において総合的な治水対策を一層推進し、浸水被害を軽減～

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
○河川区域での対策
・河道掘削、堤防強化、緊急河川敷道路
・インフラＤＸ（施策）における河川管理の高度化・効率化（三次元点群
データの活用等）
・川内沢ダム建設
・利水ダム等７ダムにおける事前放流等の実施・体制構築
（関係者：国、宮城県、東北電力（株）、沿川市町、土地改良区など）
○集水域での対策
・排水機場整備
・雨水ポンプ場整備、雨水調整池、雨水幹線
・水田貯留（田んぼダムの取り組み拡大）、ため池の活用
・公園貯留施設整備
・森林整備・治山対策 等

国交省 樹木伐採・河道掘削・堤防強化

林野庁 森林整備状況・環境教育
(川崎町・仙台市)

地拵え状況

「森の案内人養成講座」

学生へのマイ・タイムライン講習会
（川崎町)

２町合同の防災指導員養成講習会
（川崎町・村田町)

止水壁

組立式防水板

仙台市立病院 救命救急や災害医療を守る浸水対策(仙台市)

みやぎ生活協同組合(ＣＯＯＰ)
災害時応急生活物資協定

協定締結自治体との親睦会を
開催し、つながりを強くする

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
○氾濫域での対策
・洪水浸水想定区域図の作成・見直し
・要配慮者利用施設の避難確保計画策定及び訓練促進
・「マイ・タイムライン」作成の普及促進
・自主防災組織の取り組み拡大
・「水害リスクライン・洪水キキクル」普及・利活用促進
・防災意識の啓発
・災害時における応急生活物資の供給協定
・危機管理型水位計及び簡易型カメラの設置 等

Webによる立地適正化計画等の閲覧サービス(仙台市)

洪水浸水想定区域図の作成・見直し（国・県）

要配慮者利用施設の避難確保計画策定及び訓練促進（市）

浸水リスクを考慮した立地適正化計画の策定の検討（市）

川内沢ダム建設（県）

排水機場整備（県）

雨水ポンプ場増強（市）

公園貯留施設整備（市）

水田貯留、ため池の活用（市）

森林整備・治山対策（国・県）

防災拠点等の整備（国・市）

グリーンボンド発行による防災環境都市づくりなどへの資金調達（市）

マイタイムライン等の作成支援・講習会等の実施（市町）

施設の高床整備、耐水性への備え（民間）

雨水調整池・雨水幹線整備（市）

雨水ポンプ場整備（市）

雨水ポンプ場増強（市）

川内沢川堤防整備（県）

■被害対象を減少させるための対策
○氾濫域での対策
・防災拠点等の整備
・浸水リスクを考慮した立地適正化計画の策定の検討
・防災指針による居住誘導区域内の災害リスク低減、防災力向上
・施設の高床整備、浸水防止への備え
・グリーンボンド発行による防災環境都市づくりなどへの資金調達
※グリーンボンドとは、地球温暖化対策などの環境施策への使用を目的とした市債 等

防災指針による居住誘導区域内の災害リスク低減、防災力向上（市）

危機管理型水位計及び簡易型カメラの設置（国・県）

緊急河川敷道路（国）

民間協力での車両緊急避難場所の確保（市）

防災士や防災指導員の育成、認定（市町）

海岸における事業間連携を通じた砂の有効活用（国・県）

広瀬川河道掘削等（県）

川崎町

村田町

自主防災組織の支援・取組拡大（町）

防災意識の啓発（市町）

災害時における応急生活物資の供給協定（民間）

利水ダム等７ダムにおける事前放流等の実施・体制構築（国・県・市町・民間）

インフラDX活用における河川管理の高度化・効率化（国）

仙台市太白区

※下図の出典：国土地理院地図、電子地形図
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氾濫を防ぐ・減らす 被害対象を減らす 被害の軽減・早期復旧・復興

“量”
の強化

○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進
・排水機場整備
・雨水ポンプ場整備、雨水調整池、雨水幹線
・水田貯留（田んぼダムの取り組み拡大）、
ため池の活用
・公園貯留施設整備

○あらゆる治水対策の総動員
・河道掘削、緊急河川敷道路
・川内沢ダム建設

○溢れることも考慮した減災対策の推進
・防災拠点の整備
・止水壁の設置
・施設の高床整備、耐水性への備え

○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
・洪水浸水想定区域図の作成・見直し
・水害リスク空白域の解消
・危機管理型水位計及び簡易型カメラの設置

“質”
の強化

○溢れることも考慮した減災対策の推進
・堤防強化

○多面的機能を活用した治水対策の推進
＜具体の取組＞
・川内沢ダム建設
・樹木繁茂対策
・森林整備、治山対策

○溢れることも考慮した減災対策の推進
・浸水リスクを考慮した立地適正化計画
の策定の検討
・防災指針による居住誘導区域内の災害リ
スク低減、防災力向上

○溢れることも考慮した減災対策の推進
・洪水ハザードマップの更新・配布
・要配慮者利用施設の避難確保計画策定及び
訓練促進
・「マイ・タイムライン」作成の普及促進

・自主防災組織の取り組み拡大
・防災意識の啓発
・災害時における応急生活物資の供給協定

○多面的機能を活用した治水対策の推進
・民間施設との協定による「緊急避難場所」「車
両緊急避難場所」の確保

“手段”の
強化

○既存ストックの徹底活用
・利水ダム等7ダムにおける事前放流等の実
施・体制構築

・海岸における事業間連携を通じた砂の有効活用
・既存ダムの効率的な運用検討
○インフラDX等における新技術の活用
・インフラＤＸ（施策）における河川管理の高度化・
効率化（三次元点群データの活用等）

○民間資金等の活用

・グリーンボンド発行による防災環境都市
づくりなどへの資金調達

○インフラDX等の新技術の活用
・「水害リスクライン・洪水キキクル」普及・利活用
促進

流域治水プロジェクト【名取川水系】
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名取川・阿武隈川下流等流域治水協議会資料

名取川水系 新たな流域治水取組事例

東北地方整備局 仙台河川国道事務所

令和６年１月２５日
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名取川水系 新たな流域治水取組事例

１．森林の水源涵養機能の保全と環境教育（森の案内人養成講座）・・・ 3

２．管理集水域における森林整備（川崎町 小屋沢山国有林） ・・・ 4

３．立地適正化計画 ・・・ 5

４．防災意識の啓発（防災講座：名取川氾濫時の心得について） ・・・ 6

５．在留外国人へのマイ・タイムラインの普及 ・・・ 7

６．災害時における応急生活物資の供給協定 ・・・ 8

７．報道する使命・継続を目指す事前防災 ・・・ 9

８．広瀬川鉄道橋根固工事（安定した人・物資の輸送の確保） ・・・10

９．笊川の環境美化活動・ざるがわFESTIVAL！ ・・・11

10．災害対応学習・資料室の整備 ・・・12

11．仙台市グリーンボンド ・・・13
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■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

1．森林の水源涵養機能の保全と環境教育（森の案内人養成講座）

【概要】

東北森林管理局仙台森林管理署は、管内で活動している「緑を守り育てる宮
城県連絡会議」が主催する「森の案内人養成講座」の支援を実施。

講座では、仙台市青葉区の箱倉山国有林のヒノキ人工林にて、作業の説明や
安全移動後に、実際に枝打ち作業を体験する内容とした。

森づくりや自然環境教育への関心が高まる中、森林で活動出来る人材の育成
が必要となっている。

【流域治水への効果】

山地災害防止機能の保全
（雨水による土壌の流出を防ぐ機能）
水源涵養機能の保全
（雨水を浸透させ時間をかけて下流に流す）
流木の抑制
（古い樹木を除去し、森林を若返らせることで、豪雨時の流木を抑制する）

【位置図】

仙台市ホームページより

箱倉山国有林

■枝打ちの意義
• 完満な材の生産・林内
の光環境の調整する

• 林内の見通しを良くし、
作業をし易くする な
ど

林野庁WEB「人to木」より

東北森林管理局WEBより

■森の案内人養成講座
２０００年から行われてい
るこの講座は、森林・里
山・昆虫など、森づくりに
関する様々な内容となって
いる。
令和４年１１月に行われた
講座には、受講生１６名が
参加し、枝打ちを通して、
森林整備の作業内容や大変
さを実際に体感していた。 3

農林水産省 林野庁
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■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

2．集水域における森林整備（川崎町 小屋沢山国有林）

【概要】

東北森林管理局 仙台森林管理署では、川崎町の小屋沢山にある国有林にて、
森林整備を進めている。

小屋沢山は、釜房ダムに流れ込む北川の集水域にあり、名取川水系の最上流
部に位置する山である。

現在は、地拵え（じごしらえ）の段階にあり、今後苗木を植えるための前段
階にあたる。

【流域治水への効果】

水源涵養機能の保全

【位置図】

4

川崎町WEBより

小屋沢山

▼地拵え（じごしらえ）
伐採後、植付をするために、散乱した伐採木、枝葉や残木を取

り除き整地。

林野庁WEB
「人to木」より

農林水産省 林野庁
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■被害対象を減少させるための対策

3．立地適正化計画の立案（多様な活動に挑戦できるまち・仙台）

【概要】

誘導する区域、誘導する施設や防災・減災対策の取組を位置づけ。

行政と住民や事業者等が一体となって持続可能で安全・安心に暮
らすことができる都市の実現を目指す。

本計画の中では防災指針も定めており、計画的かつ着実な防災・
減災対策を進める。

令和5年3月策定し、計画期間は令和5年度～令和24年度である。

5

【位置図】
■具体的な取り組み内容
災害リスクの回避は、災害リスクの高い地域を居住
誘導区域に含めない対策を中心に進める。
災害リスクの低減は、流域治水プロジェクトに位置
付けられた事業の実施等のハード対策と避難計画の
強化やハザードマップの周知等のソフト対策を中心
に進める。

▼防災上の課題まとめ ▼取組方針のまとめ

仙台市

■基本方針
世界とつながる最上級の都市空間を目指す
機能集約型の都市機能を支える各拠点の機能強化
質の高い公共交通を生かした都市機能の集約
多様なライフスタイルに応じた持続可能で快適な居
住環境の形成
地域ごとの災害リスクを考慮した安全・安心な都市
空間の形成

【外水・内水氾濫における具体的な取組の実施主体と実施時期の目標】
災害リスクの回避：適切な居住誘導区域の設定（外水のみ）
災害リスクの低減：施設整備をはじめとするハード対策、避難計画策定、

周知啓発等のソフト対策
↑

外
水
・
内
水
氾
濫
に
お
け
る
具
体
的
な
取
組
の
実
施
主
体
と
実
施
時
期
の
目
標

内

水

外

水
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■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

4．防災意識の啓発（防災講座：名取川氾濫時の心得について）

【概要】

六郷地区の高齢者約60名に向けた、名取川の氾濫時における心得についての防災講座を
開催した。（六郷地区：仙台市若林区の名取川流域にある住宅地）

講座では、名取川の変遷や特徴などの他に、マイタイムラインや逃げなきゃコールなど
の避難に必要な情報などに関する講義を実施。

【位置図】

6

■講義の内容
講義の途中で、台風の動きを見る動画や流域治水のアニメーションなど
映像を使って、参加者の理解を深めた。
また、参加者がよく使うテレビを使って防災情報を見るやり方や、家の
方と一緒に調べてほしい内容など、講座後帰宅してからやるべき事も学
んだ。

仙台市若林区
六郷地区

《防災講座の実施概要》
日 時：令和５年７月２０日
場 所：仙台市六郷市民センター
対象者：地域高齢者 約６０人

あすなろ大学（老荘大学）
国交省：仙台河川国道事務所 流域治水課

■講義後の状況
参加者からは自分がよく見る防災情報のサ
イトの話や講義内に紹介された情報との違
いなどの質問も寄せられた。
参加者の受講状況から、防災に関する意識
の高さがうかがえる講座となった。

国土交通省

▲講義の実施状況
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■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

5．在留外国人へのマイ・タイムラインの普及

【概要】

仙台市・（公財）仙台観光国際協会は、多言語版在住外国人向け防災行動計画（マイ・
タイムライン）検討ツールの作成として、在留外国人を対象に、水害に関する防災行動
計画（マイ・タイムライン）を学ぶ講習会を実施した。

講習会には、9カ国22人が参加し、意見交換を交えながら開催した。

参加者からは、「避難場所の選定や逃げ方を学べた」などの声の他に、情報量の多さや
言語の壁などの課題も挙げられた。

（一財）自治体国際化協会では、令和4年度に多言語版在住外国人向け防災行動計画（マ
イ・タイムライン）検討ツールを作成し、全国に広める取り組みを進めている。

【位置図】

7

■講習会
外国人住民への防災啓
発だけでなく、グルー
プワークを通して顔の
見える関係づくりの場
となっている。

仙台市

▲講習会の状況

宮城県
仙台市

宮城県ＷＥＢより

自治体国際化協会ＷＥＢより

中国語版
ガイドライン

インドネシア語版
マイ・タイムライン

英語版
逃げキッド

自治体国際化協会ＷＥＢより
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■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

6．災害時における応急生活物資の供給協定

【概要】

みやぎ生活協同組合では、大規模災害発生時に住民生活の安定及び生活物資の円滑な供
給のために、名取川流域では宮城県・仙台市・名取市・岩沼市と「災害時における応急
生活物資の供給協定」を結んでいる。

富谷市にある物流センターや日本生活協同組合連合会（本部：東京）等の流通備蓄を活
用し、災害時に優先して自治体に流通を行う事で、住民への物資が届くような仕組みと
している。

災害時に発注受注はFAXを用いていたが、現在では、物資の円滑に連携するため「B-
order」というシステムを開発し、協定自治体に導入を行っている。

毎年、協定自治体と共に懇談会を開催し、意見交換や防災教育を行っている。東北大学
丸谷教授による防災に関する講演を交え、自社・協定自治体の災害対応のスキルアップ
を図っている。

【位置図】

8

■物資の供給
避難先では、大量の物資が必要とな

り、長期の避難時には備蓄物資では対
応できなくなる。また、発災後経過時
間により、必要物資の種類も変わるた
め、柔軟な対応が必要となってくる。

■懇談会
協定自治体との連携を強化するために、懇談会を実施。

事務的な会の開催にならないように、必ず学びの要素を
入れて「防災」に対応する人づくりにも力を入れている。
みやぎ生協では、震災・風水害の経験から、人と人の繋
がりを重要視して、この懇談会の運営を行っている。

宮城県 仙台市
名取市 岩沼市

《ヒアリング概要》
日 時：令和５年９月５日10:00～11:00
場 所：みやぎ生活協同組合
内 容：災害時応急生活物資協定について
対応者：みやぎ生活協同組合

機関運営部 中塩課長
国交省：仙台河国 流域治水課 ２名

みやぎ生活協同組合WEBより

物資搬入状況

物資提供状況

講演する
東北大 丸谷教授

物資協定自治体等との懇談会
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■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

7．報道する使命・継続を目指す事前防災

【概要】

株式会社東日本放送は、名取川・広瀬川等近隣河川氾濫を想定し１階床を１
メートル高床化整備。（移転・業務開始：令和3年9月～）

耐震性の強化に加え、電源供給は2系統受電にして停電リスクを減少し、さら
に非常用発電機は2台設置して、燃料も手に入りやすい軽油にする等、7日間
継続発電を可能に災害に強く迅速かつ正確な情報を届けられる発信拠点とし
て整備。

【位置図】

9

外観からも印象的な「コラボ階
段」により働く環境を魅力的に繋
げると同時に、ひねりを加えた鉄
塔等により、周囲を巻き込む
「渦」とまち全体に情報発信する
「上昇気流」をイメージしデザイ
ンされている。鉄塔はLED照明でラ
イトアップする。

東日本放送

khb東日本放送
ぐりりスポーツパーク

ライトアップ状況

東日本放送

仙台防災ハザードマップ資料

名取川
→

社屋外観

１ｍ高い

高床化した社屋構造

１ｍ高い

段差に配慮したスロープ整備

https://www.khb-tv.co.jp/khb/release/148/20210901.pdf

■耐水性・耐震性への備えの経緯
仙台市青葉区双葉ケ丘から仙台市太白区あす

と長町に社屋を移転した。新社屋は、災害時に
も放送を継続するため、防災拠点となる重要な
庁舎や主要な病院等と同じように災害に強い建
物を目指した。
事前防災として耐水性・耐震性等を考慮した設
計により令和３年１月末に竣工し、令和３年９
月より放送業務開始した。

■耐水性・耐震性への備え
水災害の備えとして、受配電室・
発電室・ＵＰＳ室を３階に配置し
ている。地下埋設タンクには
30,000リットルの軽油を燃料とし
て備蓄することで、７日間の業務
継続が可能な環境整備を整えてい
る。
また、東日本大震災でガソリン入
手が困難だった経験から、ＥＶ
カー用の充電設備も備えている。
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■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

8．広瀬川鉄道根固工事（安定した人・物資の輸送の確保）

である。橋脚部分の河床状況は、東日本台風等の出水時に河床低下が進んでいた。

【概要】

東日本旅客鉄道株式会社（ＪＲ）ではＪＲ東北本線長町・仙台間（広瀬川鉄道
橋）において、橋梁の安全を維持するための橋脚周りの根固工を実施している。

広瀬川鉄道橋は、一級河川名取川水系広瀬川を横断するために整備された鉄道橋
である。橋脚部分の河床状況は、東日本台風等の出水時に河床低下が進んでいた。

本取組により、出水時の鉄道橋の被災防止や安定した人や物資の輸送の確保を目
的に取り組んでいる。

10

河床低下に追従し、
垂れ下がった既存
ブロックの再設置
及び、新規ブロッ
クの設置を行って
いる。
魚などの遡上を考
慮し、澪筋部を現
況河床なりに設置
する。

東日本旅客鉄道
株式会社

国土交通省ＷＥＢより

【位置図】

郡山堰

阿武隈川・名取川空撮記録より

東日本台風時
広瀬川

ＪＲ広瀬川鉄道橋 平常時・東日本台風時の状況

東日本台風時平常時

施工前

Ｐ３

Ｐ４
Ｐ５

ＪＲ広瀬川鉄道橋

施工後
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■インフラの利用・活用・保全活動

9．笊川の環境美化活動・ざるがわFESTIVAL！

【概要】

名取川水系笊川では、地元住民で構成される「新笊川環境美化活動協議会」によ
り、環境美化活動を年に複数回実施し、市民によりきれいな河川空間が維持され
ている。

また、笊川の河川空間を利用して、「ざるがわFESTIVAL!」会場として屋台ブー
スやフォトコンテストが行われる等、市民の集う場所となっている。

笊川は、市民による「環境保全」と「空間の利用」が行われており、インフラと
人が密接に関係する施設となっている。

【位置図】

令和５年６月に行われた環境美化活動には、６７４人の地
域住民や近隣企業の社員が参加し、ゴミの収集などの美化
活動を行った。また、地元中学生も多く参加し、環境教育の
一環となっている。

11

国土交通省ＷＥＢより

仙台市市民センターWEBより

▼環境美化活動 ▼ざるがわFESTIVAL！

笊川
河川整備

市民により
環境保全活動

河川空間の利用
市民が集うエリアの創出

笊川整備後、市民による保全と利用が行われ、
河川空間が適切に活用されている。

仙台市民団体

15



■災害伝承の取組

10．災害対応学習・資料室の整備

【概要】

みやぎ生活協同組合では、「東日本大震災学習・資料室」を自社の文化会館に
整備し、震災の伝承と自社の震災時の取組をまとめている。資料室内にはシア
タールームがあり、映像や音声でも学習できるような設備も整備している。

大震災時の住民の暮らしを支える取組や「震災復興」を含めた「地域振興」の
新たな取組など、復旧・復興に向けた東北の歩みが学習出来る施設となってい
る。

本施設は、自社の講習会のみならず、学校や外部企業の学習会等の受入を行っ
ている。

【位置図】

12

仙台市webより

東日本大震災
学習・資料館

《ヒアリング概要》
日 時：令和５年８月２３日10:00～11:00
場 所：みやぎ生活協同組合
内 容：森林整備の概要や経緯など
対応者：みやぎ生活協同組合

くらしの活動推進課長 ほか１名
国交省：仙台河国 流域治水課 ２名実際の津波の高さ

七ヶ浜町
６．６ｍ

実際の津波の
高さが柱に明
示されている
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■参考情報

11．仙台市グリーンボンド

13

仙台市

投資表明投資家一覧（令和4年9月2日時点54
件）

一般社団法人東北地域づくり協会
株式会社七十七銀行
株式会社山一地所
カメイ株式会社
伸和興業株式会社
独立行政法人造幣局
長野県
日本コープ共済生活協同組合連合会
みちのくコンサルタント株式会社
亘理町 ほか
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